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●「対象役職員」の範囲
開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」及び「対象

従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲については、以下の通り
であります。
（1）「対象役員」の範囲
　対象役員は、当行の取締役及び監査役であります。
　なお、社外取締役及び社外監査役を除いております。

（2）「対象従業員等」の範囲
　当行では、対象役員以外の当行の役員および従業員ならびに主要な
連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受ける者」で当行お
よびその主要な連結子法人等の業務の運営又は財産に重要な影響を与
える者等を「対象従業員等」として、開示の対象としています。
　なお、当行の対象役員以外の役員および従業員で、対象従業員等に
該当する者はおりません。
①「主要な連結子法人」の範囲
　主要な連結子法人等とは、当行グループの連結総資産に対する当
該子法人等の総資産の割合が2％を超えるものと定めております。
②「高額の報酬等を受ける者」の範囲
　「高額の報酬等を受ける者」とは、当行の有価証券報告書記載の
「役員区分ごとの報酬の総額」を同記載の「対象となる役員の員
数」により除すことで算出される「対象役員の平均報酬額」以上の
報酬等を受ける者を指します。
　なお、退職一時金につきましては、報酬等の金額から退職一時金
の金額を一旦控除したものに「退職一時金を在職年数で除した金
額」を足し戻した金額をもって、その者の報酬等の金額とみなし、
「高額の報酬等を受ける者」の判断を行っております。
③「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者」の範囲
　「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者」
とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、当行、当行グルー
プの業務の運営に相当程度の影響を与え、又は取引等に損失が発生
することにより財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。

●対象役職員の報酬等の決定について
（1）対象役員の報酬等の決定について
　当行では、株主総会において役員報酬の総額を決定しております。
株主総会で決議された取締役の報酬の個人別の配分については、取締
役会決議により、具体的な報酬額を決定しております。
　また、監査役の報酬の個人別の配分については、監査役の協議により、
具体的な報酬額を決定しております。

●報酬委員会等の構成員に対して支払われた報酬等の総額および
　報酬委員会等の会議の開催回数

（注）報酬等の総額については、報酬委員会等の職務執行に係る対価に相
当する部分のみを切り離して算出することができないため、報酬等
の総額は記載しておりません。

●報酬等に関する方針について
（1）「対象役員」報酬等に関する方針
　取締役の報酬は、役割や責任に応じて月次で支給する「確定金額報
酬」、単年度の業績等に応じて支給する「役員賞与」、企業価値増大
への意欲や株主重視の経営意識を高めるための「株式報酬型ストック
オプション」で構成しております。
　監査役の報酬は、独立性を高め、企業統治（コーポレート・ガバナ
ンス）の一層の強化を図るため、業績連動性のある報酬制度とはせず、
月次で支給する「確定金額報酬」のみとしております。
　取締役の「確定金額報酬」および「役員賞与」は年額600百万円以
内、「株式報酬型ストックオプション」は年額150百万円以内、監査
役の報酬は年額100百万円以内として、それぞれ株主総会でご承認い
ただいており、取締役の報酬等は取締役会決議、監査役の報酬は監査
役の協議により、具体的な報酬額を決定しております。
　なお、当行は、取締役・監査役の指名や報酬の決定プロセスの透明
性を確保するため、社外取締役が委員の半数を占める「指名・報酬委
員会」を設置しており、取締役・監査役の報酬体系については、同委
員会の答申を踏まえて決定することとしております。

　対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体の報酬総額
が決議され、決定される仕組みになっております。
　また、対象従業員等の報酬等の決定に当たっては、当行グループの財務
状況等を勘案のうえ、予算措置を行う仕組みになっております。

●対象役職員の報酬等の総額（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

（注）1.　固定報酬の総額には、当事業年度において発生した繰延べ報酬
84百万円が含まれております。

2.　取締役の報酬等には、取締役が使用人を兼ねる場合の使用人と
しての報酬等40百万円は含めておりません。

3.　株式報酬型ストックオプションの権利行使時期は以下のとおり
であります。
　なお、当該ストックオプション契約では、行使期間中であって
も権利行使は役職員の退職時まで繰延べることとしております。

　特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございません。

報酬等に関する開示事項

当行グループの対象役職員の報酬等の体系の設計および
運用の適切性の評価に関する事項

当行グループの対象役職員の報酬等の体系とリスク管理の
整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項

当行グループの対象役職員の報酬等の種類、支払総額および
支払方法に関する事項

当行グループの対象役職員の報酬等の体系に関し、
その他参考となるべき事項

当行グループの対象役職員の報酬等に関する組織体制の
整備状況に関する事項

区分 人数 基本
報酬

退職
慰労
金

基本
報酬 賞与

株式報酬型
ストック
オプション

固定報酬の総額 変動報酬の総額報酬等
の総額
（百万円）

15 523 433 348 84 90 - -90対象役員
（除く社外役員）

行使期間

株式会社京都銀行
第8回新株予約権

平成26年7月31日から
平成56年7月30日まで 
平成27年7月31日から
平成57年7月30日まで 

株式会社京都銀行
第7回新株予約権

開催回数（平成27年4月～平成28年3月）

取締役会 1回
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住宅ローン・消費者ローン残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
主要な経営指標の推移‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
商品・サービスのご案内‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   
商品有価証券売買高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
商品有価証券平均残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
セグメント情報等‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
総資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
組織‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
その他業務利益の内訳‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
損益計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

貸借対照表‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
単体経営指標‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
地域貢献‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
「地域密着型金融」の取組方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
中小企業等に対する貸出金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
地方創生の取組み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
定期預金の残存期間別残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
手数料‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
デリバティブ取引情報‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
店舗外キャッシュコーナーのご案内‥‥‥‥‥‥
店舗のご案内‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
店舗・ATMネットワーク‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
当期純利益‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
頭取メッセージ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
盗難・紛失時のご連絡先‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
特定海外債権残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
トピックス‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

内国為替取扱高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
内部統制システムの基本方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥

配当方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
プライバシーポリシー‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
法人・個人事業主のお客さまへの取組み‥‥‥‥
保険募集指針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
報酬等に関する開示事項‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

役員‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
有価証券関係情報‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
有価証券残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
有価証券の残存期間別残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
有価証券の預金に対する比率‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
預金科目別残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
預金者別預金残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
預金保険制度‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

利益率‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
利鞘‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
リスク管理債権‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
リスク管理の体制‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
連結株主資本等変動計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
連結キャッシュ・フロー計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
連結経営指標‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
連結損益計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
連結貸借対照表‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
連結包括利益計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
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１店舗当たり貸出金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
１店舗当たり預金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
受取・支払利息の分析‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
営業経費の内訳‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
役務取引の状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
沿革‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
大株主の状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

外貨建資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
外国為替取扱高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
格付け‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸倒引当金残高、期中増減額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸出金科目別残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸出金使途別残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸出金償却額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸出金の残存期間別残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸出金の担保別内訳‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
貸出金の預金に対する比率‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
株式の所有者別状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
株主資本等変動計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
キャッシュコーナーのご利用時間と手数料‥‥‥‥‥
休日営業店鋪、平日営業時間延長店舗等‥‥‥‥‥‥
業種別貸出状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
業績ハイライト‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
業務粗利益‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
業務純益‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
業務内容‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
金銭の信託関係‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
金融円滑化管理の体制‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
金融再生法に基づく開示債権‥‥‥‥‥‥‥‥‥
金融商品の勧誘に関する方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
グループ会社‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
経営環境と業績‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
経営計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
経営理念‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
経常利益‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
公共債および証券投資信託の窓口販売額‥‥‥‥‥‥
公共債引受額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
コーポレート・ガバナンスの状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥
顧客保護等管理の体制‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
個人のお客さまへの取組み‥‥‥‥‥‥‥‥‥
コンプライアンス（法令等遵守）の体制‥‥‥‥‥‥

財形貯蓄残高‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
事業の概況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り‥
自己資本の充実の状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
自己資本比率の状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥
資産の自己査定と償却・引当‥‥‥‥‥‥‥‥‥
執行役員‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
自動機器設置状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
支払承諾見返の担保別内訳‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
資本金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
従業員数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
従業員１人当たり貸出金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
従業員１人当たり預金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
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